
1

2024年４月２5日

暴走マイナ保険証推進策に抗議

残すべきです保険証！

会長 竹田智雄



３月のマイナ保険証利用率は5.47％
94.53％が保険証でオンライン資格確認を利用
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暴走する政府のマイナ保険証推進
医療機関に最大１０万円（病院２０万円）
•厚労省は、４月 25 日に、医療機関、保険者、経済界の代表が集ま
る日本健康会議で「マイナ保険証利用促進宣言」を行い、５月～７月
を集中取組月間として「総力を挙げて取り組む」。

• この期間の主な取組みとして、①医療現場における利用率アップ対
策の抜本的見直し、②あらゆるメディアを動員し、集中的な広報展
開を行うとした。

•①については、医療機関等に対する支援金（１～５月までの利用率
の増加に応じて、利用件数分を支援）を見直し、５月～７月のマイナ
保険証利用人数の増加量に応じ、最大 10 万円（病院は 20 万円）を
一時金として支給する。
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メリット無しで利用しないのに「一時金」で誘導！？
利用率低迷の原因を医療機関に責任転嫁

• マイナ保険証利用率の低迷の理由は、患者・国民にとっても、医療機関側にとっても
「メリット」が感じられないことが大きい。

• デジタル庁が２月に公表した調査によると、マイナカード取得者9168万人（24年1月末
時点）のうち、カードを「持ち歩いている」は45.8％にとどまっている。持ち歩かない理由
は「利用する必要性・機会がないと感じる」が64.1％と最多で、必要性を感じていない人
が多数。

• 「負担割合が違う」、「資格情報の無効がある」など医療現場でのトラブルも続いてお
り、トラブルを避けるために、現行の健康保険証を利用している場合も多い。

• 患者にとっても、医療機関にとってもメリットが無く、信用も失われているマイナ保険証
推進を医療機関に押し付けるべきではない。

• 患者・国民への説明責任やクレーム対応は医療機関・薬局に押し付けないでほしい。

4



強引なマイナ保険証誘導策

• 「一時金」の支給条件として、院内でのポスターの掲示やチ
ラシの配布が求められているが、厚労省から示された配付
用チラシには12月２日の保険証廃止とマイナカードによる受
診の呼びかけのみ強調されており、マイナンバーカードを取
得していない・できない人には「資格確認書」が交付されるこ
となどの情報が記載されていない。

• 現行の健康保険証で受診できることを合わせて周知しない
のは、患者・国民からマイナカードを「取得しない」「持ち歩か
ない」選択肢を奪うことになる。

• マイナカードの取得は任意であるにもかかわらず、保険証が
発行されなくなるからマイナカードを持つしかないと誤解させ
るような広報は問題である。
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保険証提示求める医療機関に
河野大臣が「通報」呼び掛け

• 河野デジタル大臣は自民党国会議員に対し、マイナ保険証の利用ができない医療機関を「通
報」するよう支援者に呼びかける要請文書を発出。

• しかし、法令上、保険資格の確認義務が課された保険医療機関が被保険者（患者）に保険証の
持参を呼び掛けたり医療機関窓口で保険証の提示を求めるのは当然の行為です。

• 厚労省でさえ医療機関に対して「マイナカード又は健康保険証」の持参を呼び掛けています。

• ※4月10日社保審医療保険部会資料では、患者さんが持参するものとして「マイナカードまたは健康保険 証」とし、医療機関等のホーム
ページに掲載することを求めています。

• 医療機関への「脅し」とも取れる文書を配布し、患者さんに当該医療機関の「通報」呼び掛けるこ
とは、患者と医療機関の軋轢を広げ、信頼関係を壊すもので許されません。

• 24日の国会審議で岸田首相は「一議員としても大臣としても不適切なものではない」と強弁。し
かし、医療現場では、患者さんとの間でトラブルになる事例も生じています。
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強引なマイナ保険証推進策に医療現場混乱
医療機関は国の推進策と患者さんとの間で板挟み

• 【都内開業医】患者から「お前たちは10万円欲しくてマイナって言うんだろう」と言
われ、マイナ保険証を受付事務員に投げつけられた

• 【薬局】大手薬局で「マイナカード持ってますか」と聞かれて、持ってないと答えた
らマイナカードの作り方を案内された。マイナカード取得は任意なのに納得でき
ない。

→マイナ保険証の強引な推進策で患者さんと医療機関の信頼が壊さ れ、現場
に混乱がもたらされています。

• 患者さんに「安心して受診してほしい」、「必要な治療を受けて元気になってほし
い」―強引なマイナ推進は、こうした現場の思いも踏みにじるものです

• 長年安定的に運用されてきた「保険証がいい！」が実感です
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95％が「保険証がいい」 なのに、
武見厚労大臣「利用率に関係なく１２月２日に保険証廃止」

• ４月18日の厚生労働委員会において、武見敬三厚労大臣は、「マイ
ナ保険証利用率に関係なく、12月に健康保険証を廃止する」と答弁。

• マイナ保険証利用率が5％でも、95％の人が使っている健康保険証
を予定通り１２月２日に廃止することを宣言。

•国民の受療権が侵害されかねない現場のトラブル・混乱も、患者・
国民の不安・懸念もまったく無視して強行は許されない！

• 「利用率に関係なく」というのであれば税金を投入してのマイナ推進
策も止めるべき
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「総点検」後も医療現場のトラブルは続いている
12月２日保険証廃止で大混乱必至

•回答した医療機関のうち、59.8％
（5188医療機関）で10月１日以降
もマイナ保険証、オンライン資格
確認に関するトラブルが「あった」
と回答

• 「いったん10割負担」も少なくとも
753件

• 「23年10月以降のマイナ保険証トラブル調査」（最終
集計・1月31日）

• 38都道府県（41協会・医会）・8672医療機関から回答



「トラブル解消」「不安払拭」にはほど遠い状況

• トラブルの種類や割合を見ると「トラブル解消」「不安払拭」にはほど遠い
状況にある。

• 「該当の被保険者番号がない」25％（1321医療機関）
• 「資格情報の無効がある」49％（2554医療機関）
• 「名前や住所の間違い」21％（1071医療機関）
• 「名前や住所が●で表記される」67％（3492医療機関）
• 「他人の情報に紐づけられていた」2％（102医療機関）
• 「間違った医療情報が紐づけられていた」2％（99医療機関）
• 政府は、2023年７月で医療保険に関する紐づけミスの点検は終了したと
報告していますが、実際には、その後もマイナンバーの紐づけミスが発覚
しています。
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83％が現行の健康保険証でトラブルを回避
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 トラブルを経験した5188件のうち、83％の4300件が「健康保険証で資格確
認した」と回答しました。健康保険証でマイナトラブルを回避しているのが
実態です。

 このまま保険証が廃止になれば、窓口での資格確認の対応も複雑化し、
混乱は必至です。

 マイナトラブル等で患者さんが「無保険扱い」になってしまうことも懸念さ
れます

 すべての人が安心して受診できる国民皆保険制度を守るためには、保険
証の存続が必要！

 今からでも遅くありません。岸田総理は「保険証残す」決断をすべきです。
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政府のマイナ推進月間（５～7月）に対抗！
「今の保険証がいい！」「保険証を残せ！」の声を広げよう

ご清聴ありがとうございました。



【参考】マイナカードを「スマホ搭載」？
医療現場にさらに負担を押し付けるのか
• マイナ保険証機能のスマホ搭載を含む「新マイナンバー法」が４月１９日の衆議
院本会議で審議入りし、河野デジタル大臣相が趣旨説明を行い、野党代表とし
て、立憲・中谷一馬議員（神奈川選出）が質問しました。

• 河野大臣は新たな事実を含めて以下の答弁を行いました。

• ①スマホ搭載したマイナカードは医療機関に設置された顔認証付きカード
リーダーに入らないものがある、この対応を厚労省で検討している。

• ②次期マイナカードと現在のマイナカードを併用するためにソフトウェアの
改修が必要

• ③iPhoneスマホ搭載は交渉事で相手方がいるので実施時期は言えない

• ④マイナカード本人確認機能のスマホ搭載はOSごとの開発が必要なため
2026年を超える可能性もある。
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【参考】マイナカードを「スマホ搭載」？
医療現場にさらに負担を押し付けるのか
• ３月21日の参議院地方デジタル委員会の審議では、伊藤岳議員（共
産）の質問に対して河野大臣や厚労副大臣がスマホ搭載にあたり医
療機関のカードリーダーのリプレイスは不要と答弁していましたが、
誤りだったことが判明。

•頻繁なソフトの改修やカードリーダーなど機器の交換で、医療機関
はさらに負担を強いられます

•今国会に提出されたマイナカードのスマホ搭載を含む新マイナ法案
は拙速に採決すべきではありません。

•一旦立ち止まるべきです
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